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町税
39億4,683万円

民生費
65億9,658万円

教育費
19億5,044万円

総務費
11億2,606万円

公債費
10億2,209万円

衛生費
9億5,261万円

土木費
8億5,142万円

その他②
（地方譲与税、地方特例交付金等）
1億2,316万円

繰入金
3億917万円

その他①
（分担金及び負担金、
 使用料手数料等）
10億8,034万円地方交付税

20億1,276万円

国庫支出金
26億2,750万円

県支出金
20億8,278万円

地方消費税交付金
6億5,196万円

町債（借入金）
5億1,420万円

その他 5,475万円
消防費
4億2,203万円

商工費
1億2,558万円 農林水産業費 

1億2,158万円

議会費
1億2,556万円
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用語の説明

歳　
入

町税　　	 みなさまからの税金
繰入金	 町の貯金を下ろして使う金額
国・県支出金	 使う目的が決まっている国や県からの補助金
地方交付税	 自治体運営の均衡を保つため国から配分される金額
町債	 町の借金

歳　
出

民生費　お年寄りや児童福祉、保育所運営
教育費　幼稚園・小中学校教育や生涯学習
総務費　職員人事や役場全体の管理
公債費　借金（町債）の返済
衛生費　ごみ処理や予防接種
土木費　道路や河川、公園の整備

平成30年度一般会計133億4千  万円・特別会計57億円9千万円

国保の県単位化 平成35 年度までに赤字解消へ


